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韮 閉鎖型苗生産システムの珊状における問題点とその解決法
電気の利用法
大山克己＊ ・古在豊樹＊＊
1. はじめに
閉鎖型苗生産システムで利用されるエネルギー
の大部分は電気である。他方，実際の苗生産を閉
鎖型苗生産システムで行う場合， ランニングコス
トの主要部分は，人件費や資材料金，種子料金な
どが占め，電気料金は10％前後であると考えられ
る。ただし，人件費や資材料金，種子料金を低減
することは，苗生産数の低下にもつながる。した
がって，苗生産数を維持しつつもランニングコス
トを低減する上では，閉鎖型苗生産システムにお
ける電気の使用方法の良否が重要となる。
電気料金を低減しようとする場合，安易に契約
方式の変更により電気料金を低減しようとしがち
である。しかし，その前に管理・運用面での見直
しを図ったほうがより電気料金低減効果が高い場
合が多い。その後に，より有利な契約方式に変更
すれば，単に契約方式の変更のみで対処しようと
した場合よりも，さらに大きな電気料金低減効果
が得られよう。
今回は，閉鎖型苗生産システムでもっとも多く
使用される資源のひとつである電気の利用法に関
して述べる。ここでは，電気料金が自由化されて
いる高圧 (6,000 V)で受電している苗生産業者
を対象とする。なお，低圧 (100,200 Vなど）
で受電している場合，現在までのところ電力料金
が自由化されていないこともあり，高圧で受電す
るよりも割高な契約を選択しなければならなくな
り，結果として，高圧で受電している場合と比べ
て，同じ消費電力量にもかかわらず電気料金が割
高になってしまうことを付記しておく。
2. 消費電力量の把握
現状の商品化されている閉鎖型苗生産システム
では，消費電力を計測するためのシステムが導入
されていない。苗生産にかかわるコストを詳細に
把握するといった経営面の他に，機器のトラプル
を早期に発見しやすくなるといった管理・運営面
での利点が見込まれることから， クランプメ ター
（図 1)を用いて定期的に消費電力を計測する，
もしくは消費電力計測ヽンステム（図 2)を導入す
ることが望ましい。連載4回目で述べるような 4
枚のトレイを収納できる育苗棚に 2枚のトレイし
か収納せずに育苗したりするのは，閉鎖型苗生産
システムの利用者のコスト意識が低いことに起因
する。このコスト意識の低さは，利用者がエネル
ギー消費量を目にする機会が少ないことが一因で
ある。コスト意識の向上のためには，定期的に苗
生産にかかわるエネルギーコストを把握し，管理
者がすべての利用者に対しで情報提供や意識付け
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図 1 消費電力を計測するためのクランプメ ータの例
（日置電機（株），商品名：ク ランプオンハイテスター
3280-20)。クランプメータは 1万円前後で購入可能で
ある。クランプメータのセンサ一部はコイルになって
いて， コイルを貫通している電線の電流とコイルの電
流はある係数（変流比）で比例関係が成り立つことを
利用して電線の電流を計測する
図2 電力量計測システムの例（東光電気（現 商品名：
ェコWeb)。電力量計測システムは20万円前後で購入
が可能である。電力葦計測システムもクランプメータ
と計測原理は同じである。ただし，データの保管だけ
ではなく， Webサー バー機能を搭載していてLAN回
線を通じて遠隔地から閲覧できる， 異常を感知した場
合にはメールでアラームを発信できる， といった付加
機能を有する
を行う必要があり，そのための管理・運用組織作
りも重要である。それに関しては，連載第 8回目
で解説する。
他方，複数台設置されているファンなどの器具
の一部が故障した場合や蛍光ランプの 1本だけが
切れてしまった場合では，その系統の消費電力は
低下する。したがって，消費電力を常にチェック
しておけは，機器の不具合を早期に発見でき，苗
の生育に影響がおよぼされる前に機器の点検や補
修といった対処が可能となる。また，第5回目で
述べるような空調器具のトラプルによる冷房時成
績係数 (COP)の低下が引き起こされてしまって
も，消費電力を把握していれば，過去のデータよ
りも空調器具の消費電力が多くなっていることか
ら，そのトラブルの発見および診断が可能である。
3. 最大需用電力と電気料金の関係
電気料金は，最大需用電力（デマンド）により
決定される基本料金と消費電力量により決定され
る従量料金に大別されている。前者は，デマンド
を低減することにより節減できる。後者は， シス
テムを構成する機器を効率的に使用することに
よって節減できる。前述のような消費電力の計測
ができるという第一段階をクリアーした利用者の
ために，電気の利用法によって電気料金が異なる
ことの例示をしてみる。
ここで，閉鎖型苗生産システム（定格消費電力
10 kW)を20台導入していて，電灯および小型機
器の利用を想定している業務用電力契約（東京電
カ（株の場合，基本料金 (1kWあたり） ：1, 638円，
従量料金 (1kWhあたり） ：12. 00円（夏季 ：7～ 
9月） ／10. 90円（その他季： l～ 6月および10
~12月））を結んでいる場合の試算をしてみる。
その際受変電設備内には，適切な容量の進相コ
ンデンサーが設置されていて，力率は100％で維
持されていることにより基本料金の15％は割引さ
れる，暗期（照明器具の消灯時間帯）の消費電力
は0kWである， と仮定する。なお，進相コンデン
サーや力率といった言葉を理解することは，電気
関連の知識の少ない方々には難しいので，「力率
が良いと電気料金の適用が得られ，その力率を改
善するための装置は進相コンデンサーと呼ばれ
る」程度で，頭の片隅に記憶していただければと
思う。
明期（照明器具の点灯時間帯）を12時間とした
場合， 20台のシステムが同時に稼働することを想
定すると，デマンドは200kWとなる（図 3)。電
カ料金は夏季においては1,142, 460円（基本料金
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図3 閉鎖型苗生産システムの稼働台数を調節した場合
の負荷の推移と月あたりの電気料金の比較例。試算に
あたり， 1）システム森入台数は20台， 2）システムの定
格消費電力は10kW, 3)東京電力（株）の業務用電力契約
（基本料金 (1kWあたり）：1, 638円，従量料金 (1
kWhあたり） ：12. 00円 （夏季 ：7~ 9月）／10. 90円
（その他季： 1~6月および10~12月） を結んでい
る，4）受変電設備内には，適切な容量の進相コンデン
サーが設器されていて，力率は100％で維持されてい
る， 5)1日あたりの明期 （照明器具の点灯時間帯）お
よび暗期 （照明器具の消灯時間帯） はそれぞれ12時間，
6)暗期の消喪電力は0kW, という条件を想定した
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基本料金
278,460円
従量料金
864,000円（夏季）
784,800円（その他季）
基本料金
139,230円
従量料金
864,000円（夏季）
784,800円（その他季）
は278,460円(=200 kW x 1,638円X(100-15)/ 
100)，従量料金は864,000円(=200 kW x 12h x 
30日X12. 00円））に，その他季では1,063, 260円
（基本料金は夏季と同じ，従量料金は784,800円
(=200 k¥VX12 hX30日X10. 90円））となる。
一方， 10台ごとに交互に稼働した場合，デマン
ドは100kWとなる。電力料金は夏季においては
1, 003, 230円（基本料金は139,230円 (=100kWX 
1, 638円X(100-15) /100)，従置料金は864,000
円 (=100kWX24 hX30日X12. 00円））に， その
他季では924,030円 （甚本料金は夏季と同じ，
徒重料金は784,800円 (=100kWX24 hX30日X
10. 90円））となる。
両者の使用法を比較した場合， システムの稼働
状況，ひいては苗生産量は同じであるにもかかわ
らず，電気料金には月139,230円(=l, 142, 460円
-1, 03, 230円，もしくは＝l,063, 260円ー 924,030
円）の差が生じる。あわせて，受電設備にかかわ
るイニシャルコストも低減できる。
4. 負荷の平準化
現在，閉鎖型苗生産システムを使用している現
場では，明期を日中にしている場合がほとんどで
ある。これは，利用者の勤務時間が日中であるこ
とや，昼間と明期を一致させることが暗黙のうち
に常識となってしまっていることが理由であろう。
ただし，それによって，閉鎖型苗生産システムの
イニシャルおよびランニングコストが高くなって
しまっていることを認識している利用者はほとん
どいなし＼。
蛍光ランプ本数を少なく設置するかわりに明期
を延長して，蛍光ランプの本数が多く設置してあ
る場合と苗が受光する1日あたりの光合成有効光
量子量を同じにする（図 4) ことで， ほぼ同等の
生育の苗を得ることができる (Kitaya et al., 
1998 ; Ohyama et al., 2005a; Ohyama et a I.,
2005b)。このような手法は，照明器具台数の低減
やシステム内冷房負荷の低下にともなう空調器具
台数の低減といったシステム自体のコストだけで
はなく，受電変圧器容量の低減といったシステム
導入時のインフラ整備にかかわるコストの削減に
も貢献する。あわせて，契約電力を低減できるの
で， 基本料金という電力料金の一部の低減にも寄
与する。
負荷平準化は，上記の例のように苗生産事業者
にとって経済的な面でのメリットをもたらすとと
もに，わが国全体での電気供給にかかわる設備投
資を低減できるといった社会的なメリ ットもある。
現在，エネルギー供給会社（たとえば東京電力
（株）など）では，その供給地域全体での最大需用電
力にあわせて，発電所や電気供給設備などを建設
する義務がある。したがって，電気利用者である
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a) 準化を視野に入れた取り組みを行っておく必要が
あると考える。
? ? ? ? ? ? ?
~dd 
300 
150 
?
b) 
? ? ?
???????
300 
200 
?
12.96 mol m-2 
12.96 mol m・2 
0 12 
明期開始後時間(h)
17.2 mol m-2 
24. 
,-----
17.2 mol m-2 
0 16 
明期開始後時間(h)
24 
図4 1日あたりに苗が受光する光合成有効光量子蓋
（光合成に有効な波長域 (400~700nm)の光の量子
数）を等しくするために明期を延長した例。a)では光
合成有効光量子束（単位時間あたり，単位面積あたり
に到達する光合成に有効な波長域の光呈子贔， PPF)
を1/2にして明期を 2倍に， b）ではPPFを2/3にして
明期を1.3倍に，それぞれ延長した。この場合， 1日
あたりに苗が受光する光合成有効光量子呈は等しいも
のの， 24時間明期でPPFを150μmol m-2 sー1とした場
合の需用電力（デマンド）は， 12時間明期でPPF300
μmo| m_2 S―1とした場合のそれと比べて50％低減で
きる。他方， 24時間明期でPPFを200μmol m-'s―1 
とした場合のデマンドは， 16時間明期でPPF300μmol 
m-2S_1とした場合のそれと比べて33％低減できる。
ここで， mol （モル）は， 6.23 X 10”個の光量子の数
を，μ （マイクロ）10―'（百万分の1)をそれぞれ
表す
事業者が自己都合により負荷の変動を大きくすれ
ばするほど，エネルギー供給会社に設備投資を強
いる結果となる。今後閉鎖型苗生産システムの
ような電気エネルギーを使用する設備が園芸分野
でも増加することを考慮すると，いまから負荷平
5. 
合， 
受変電設備
変圧器（トランス）が複数台設置されている場
それぞれのトランスの負荷率（＝負荷／ トラ
ンス容量）がどのようになっているのかを把握し
ておく必要がある。一般に，実用されているトラ
ンスでは，負荷率が75％前後で最大の効率（＝出
力させる電気エネルギー（低圧）／入力される電
気エネルギー（高圧））が得られるようになって
（図 5)。苗生産の端境期で，閉鎖型苗生産
システムの稼働率が低下，すなわちトランスの負
荷率が低い場合には， トランスの集約化を図って
無負荷損（巻線の巻かれている鉄心で生じる渦電 、
流などによる損失のこと。鉄損とも呼ばれる）を
低減することが望ましい。他方，負荷率が高くな
る場合には， トランスを並列稼働にしたほうが，
負荷損（トランス内の巻線が抵抗を有するために，
そこに電流が流れた場合に発熱することによる損
出のこと。銅損とも呼ばれる）を低減できる場合
がある。なお， トランスの稼働台数を調節できる
いる
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図5 変圧器 （トランス）損失および効率を表す模式図。
トランス損失は，巻線の巻かれている鉄心で生じる渦
電流などによる損失（鉄損，無負荷損）と， トランス
内の巻線が抵抗を有するために，そこに電流が流れた
場合に発熱することによる損出（銅損，負荷損）との
2種類がある。鉄損は負荷率によらず一定であるのに
対し，銅損は負荷率の増大 （電流の増大）にともない
増大する。一般に， トランス効率 （＝出力させる電気
エネルギー （低圧）／入力される電気エネルギー （高
圧））は，負荷率が75％前後において最大となるよう
に設計されている
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ようにするためには，受変電設備の設計段階でそ
れを考慮しなければならない。
契約電力が500kW未満の場合， 基本料金の設定
は，デマンドの最大値により自動的に決められる
（実量制と呼ばれている）。したがって，試験稼
働時など一時的に複数台のシステムをフル稼働し
てデマンドの最大値を記録してしまった場合には，
その後の実際のシステム稼働時のデマンド最大値
が試験稼働時のそれを越えなかったとしても，少
なくともその後1年間は，試験運転時のデマンド
の最大値を基本料金の計算根拠として利用されて
しまう。システムを施工する側も，また，施工を
依頼する側も， システム設置後の試験運転の際に
はデマンドに十分留意して，複数台のシステムの
試験運転を分散化する， もしくは機器ごとに試験
運転をするような注意を払う必要がある。閉鎖型
苗生産システムの利用者の多くは農園芸分野出身
者が多数を占める。したがって，受変電設備や電
力契約にかかわる知識や情報と接する機会が少な
い場合が多い。しかし，冒頭で述べたように閉鎖
型苗生産システムで利用されるエネルギーの大部
分は電気であり，また， ここまで解説してきたよ
うに，電気料金の低減がシステムのランニングコ
スト低減の重要な鍵となることから，その管理を
軽視するもしくは人任せにするのは危険である。
受変電設備の設計段階より，電気工事士や電気主
任技術者などに助言を求めつつも， 自ら積極的に
加わる姿勢が必要である。また，電気契約に関し
ても，エネルギー供給会社からの情報提供（たと
えば，約款など）を受け，協議の元に最適な契約
種別を選択する必要がある。
く引用文献＞
Ki taya, Y., G. Niu, T. Kozai and M. Ohashi. 1998. 
Photosynthetic photon flux, photoperiod, and CO, 
concentration affect growth and morphology of let-
tuce plug transplants. HortScience 33(6) : 988-991. 
Ohyama, K., K. Manabe, Y. Omura, C. Kubota and 
T. Kozai. 2005. Potential use of a 24-h photope-
riod (continuous light) with alternating air tem-
pera ture for production of tomato plug transplants 
in a closed system. HortScience 40(2) : 374-377. 
Ohyama, K., Y. Omura and T. Kozai. 2005. Effects 
of air temperature regimes on physiological disor-
ders and floral development of tomato seedlings 
grown under continuous light. HortScience 40(5) : 
1304-1306. 
- 12 - 賤業電化 61巻 1号
